


◆年金制度一元化の狙いは…

2006年４月28日、「被用者年金制度の一元化等に関する基本方針」が閣議決定されました。政府は、今回の一元化の意義を、年金制度の安定化と官民格差の是正と説明しています。しかし、年金の空洞化、無年金者・低年金者、女性の年金問題など現状の年金制度が抱える問題は先送りにしており、公務員の特権優遇を口実に、公的年金制度を低位平準化し国の社会保障費削減を狙っています。

◆職域部分の廃止はおかしい…

共済年金の職域部分は、公務員の特権として宣伝され、理不尽な廃止論にさらされました。しかし、職域部分は全体の奉仕者としての公務員の特性や、守秘義務や兼業禁止など厳しい服務上の制約などの特性から設けられています。基本方針では職域部分の廃止が決定されましたが、公務員に課せられている制約に変更がない以上、職域部分の代替措置は当然必要です。
◆被用者年金一元化の政府方針の概要

· 年金一元化の経過

84.2　95年を目処に公的年金全体の一元化を完了させるとの政府方針が閣議決定。
86.4　基礎年金制度の導入による1階部分の一元化が行われた。この時の「改正」で、共済年金は、基礎年金に上乗せする報酬比例年金となり、厚生年金相当部分に職域年金相当部分が上乗せに。
01.3　国共済と地方共済の財政単位の一元化の閣議決定が行われ、04年10月から保険料率が段階的に一本化（09年完了）。
06.4　被用者年金制度の一元化等の基本方針が閣議決定。
· 被用者年金制度の一元化等に関する基本方針（抜粋）


	
	共済年金（現行）
	改革案
	厚生年金

	保険料
	05年の実績は

国共済13.5％

地共済12.7％

私学共済9.9％
	毎年引き上げて、公務員共済は2018年に厚生年金と同じ18.3％に統一。私学共済は2027年に統一
	毎年引き上げ、2017年に18.3％で固定（05年は14.288％）

	追加費用
	恩給期間分の保険料に相当する額を税で賄う制度。年約１兆7000億円（04年度）
	制度は廃止せず。恩給期間分のある公務員ＯＢの年金額を減額（平均７％）し、総額を抑制
	なし

	職域加算
	基礎年金部分、報酬比例年金部分の上積み支給制度。退職金とは別立てで、月約２万円が加算される
	2010年に廃止し、退職金部分を減額する形で企業年金に相当する新制度創設か？
	退職金制度の一部などとして従業員100人以上の企業の７割が企業年金設置。小規模企業の多くはなし

	転給制度
	配偶者か子が遺族年金受給権を失っても、父母、孫、祖父母の順に引き継げる
	転給制度を廃止し、厚生年金の仕組みに統一
	遺族年金の受給権は最初の受給権者が失権した時点で打ち止め

	積立金
	残高は年間支出総額の国、地共済10年間分。私学共済11年間分（06年度末）
	厚生年金と同じ5.5年間分に統一。余剰金は保険料引き上げに伴う負担軽減や、企業年金に相当する新制度創設に活用
	残高は年間支出総額の5.5年間分（06年度末）


◆人事院が民間退職給付を調査

○ 総人件費削減をねらう退職手当の切り下げ
被用者年金一元化の閣議決定を受けて、政府は、人事院に民間企業の退職給付（企業年金・退職一時金等）の調査を要請しました。退職手当は、これまでは退職金財源である「退職一時金＋企業年金」と官民比較されてきました。しかし、今回は職域部分も含めて退職給付の総額が比較されようとしており、これは総人件費削減を狙う政府の要請に人事院が役割を放棄して追随するものです。人事院は、2006年民間企業の退職給付の調査を９月８日までで終了しました。人事院はその調査結果を踏まえ早ければ10月中旬にも意見表明を行う予定です。

これまでの退職手当の調査（総務省）
　今回の退職給付の調査（人事院）
今回の人事院調査では、退職給付の総額が官民比較され、水準較差が算出されます。これまでの調査とちがって、民間のその他の企業年金（※１）と公務の職域加算額が追加されていますが、財源不足等を一因とする企業年金改革の経過や現状からすれば、公務の支給水準が高いことが見込まれます。

９月11日に行われた国公労連との交渉で人事院は、「職域部分に相当する年金水準と退職手当の支給水準の現状維持という要望に応えることは難しい」と回答しており、退職給付総額の大幅な切り下げの可能性が非常に大きくなっています。
◆公務員の退職年金制度

○ 職域年金相当部分が設けられた理由は…

1 公務員は、公共の利益のために行政を公正かつ能率的に遂行する責務を有しており、民間の勤労者に比べて広範囲で厳しい服務上の制約（例えば、政治的行為の制限、守秘義務の負荷、私企業からの隔離等）が課せられていること。

2 従来から公務員の退職年金制度は、相当年限忠実に勤務して退職した職員等について、本人またはその遺族のその後における適当な生活の維持を図ることにより、職員の将来に対する不安を緩和し、在職中厳正な規律の下で専心職務に精励できるようにするためのものであり、ひいては、優秀な人材の確保、高い士気の維持、退職管理の円滑化等適正な人事管理に資することを目的としており、社会保障制度としてのみならず、公務員制度の一環として極めて重要な役割を果たしていること。
3 先進諸外国の公務員年金制度についてみると、公務の特殊性を考慮して、一般国民に対する年金とは別建ての有利な制度となっていること。
などの事情を総合的に考慮勘案して、公務員独自の職域年金を設けることが必要と判断されたためである。

（出典「逐条国家公務員法」（学陽書房）より）
○ 先進諸外国の公務員年金制度
	　一般年金制度の適用を受けた上で公務員の上積み年金制度を別に設けている国
	アメリカ、イギリス、スエーデンなど

	  公務員だけの特別年金制度を設けている国
	フランス、ドイツなど


◆私たちの要求と取り組み

今回の政府方針で、職域部分が廃止されたとしても、公務員制度の特質には何ら変更はなく、それに見合う仕組みは必ず必要です。また、退職手当は、賃金の後払い的性格と長期勤続に対する報償的な性格を合わせ持っており、これまでも退職金財源である退職一時金・企業年金と官民比較され、支給水準を維持してきており、これを変更する必要はありません。
以　　上

職場学習資料　日本国家公務員労働組合連合会（国公労連）
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日本の年金制度の体系





比較





民間被用者





国家公務員





比較方法：勤続20年以上の退職者について、勤続年数別、退


職事由別にラスパイレス比較


比較対象：従業員規模100人以上規模
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《退職時現価に換算》
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○人事院宛要求は…


　１．国家公務員法第107条の趣旨を活かし、職域部分に相当する公務員制度としての仕組みを必ず設け、現行支給水準を確保すること。


２．退職手当は、従来の官民比較方法にもとづき、支給水準を維持すること。


３．「意見」の表明にあたっては、事前に国公労連と十分な交渉・協議を尽くすこと。





○今後の取り組みは…


１．当面は、人事院総裁宛の署名行動に集中する。


　(1) 10月13日（金）まで集約


(2) 取り組みにあたっての職場学習を強化する。


２．通常国会に法案提出されることが見込まれることから、引き続き、対政府、対国会闘争の３段構えで取り組みをすすめる。





職員が、相当年限忠実に勤務して退職した場合、公務に基づく負傷若しくは疾病に基き退職した場合又は公務に基き死亡した場合におけるその者又はその遺族に支給する年金に関する制度が、樹立し実施せられなければならない。


前項の年金制度は、退職又は死亡の時の条件を考慮して、本人及びその退職又は死亡の当時直接扶養する者のその後における適当な生活の維持を図ることを目的とするものでなければならない。


第1項の年金制度は、健全な保険数理を基礎として定められなければならない。


前3項に規定による年金制度は、法律によってこれを定める。





その他の企業年金（※１）





職域加算額（官負担分）


（退職手当の７～８％程度）





比較





退職金である企業年金


（事業主負担分）


《退職時現価に換算》





調査方法：2005年度中に退職した勤続20年以上の退職者


調査対象：従業員規模50人以上規模





民間被用者





国家公務員





退職一時金





退職手当


（一時金）





第２号被保険者





第１号被保険者





第３号被保険者





1109万人





2240万人





3680万人





加入員数　3212万人


旧三共済、旧農林共済を含む





加入員数


468万人





職域加算部分





加入員数


125.5万人


05.3.31





確定拠出年金


（企業型）





共済年金





加入員数


653万人


05.4.1





加入員数


383万人


05.4.1





国民年金（基礎年金）





加入員数


79万人





加入員数


4.6万人


05.3.31





加入員数


595.6万人


05.4.1





国民年金基金





公務員等





民間サラリーマン





適格退職


年金





確定拠出年金


（個人型）





確定給付


企業年金





厚生年金


基金





（代行部分）





厚生年金保険





自営業者等





第２号被保険者の被扶養配偶者





7029万人





（数値は、注釈のない限り2004年３月末）





厚生年金基金、確定給付企業年金及び私学共済年金の加入者は、確定拠出年金（企業型）にも加入できる。


国民年金基金の加入者は、確定拠出年金（個人型）にも加入できる。





〒105-0003　東京都港区西新橋1-17-14 ﾘﾊﾞﾃｨ14　TEL03-3502-6363


http://www.kokko-net.org/kokkororen/    mail@kokko.or.jp





被用者年金制度の保険料率の統一


現行の国共済、地共済及び私学共済の１・２階部分の保険料率を、①～③により厚生年金保険料率に統一する。


国共済及び地共済の保険料率が統一される翌年の2010年から、１・２階部分の保険料率の統一を開始する。


現行の職域部分（３階部分）を廃止することを踏まえ、2010年以降は、それまで職域部分（３階部分）に対応する保険料として予定されていた部分の保険料率も含めて１・２階部分の保険料率とし、その率から厚生年金保険と同様に、毎年0.354％ずつ引き上げ、国・地共済については2018年、私学共済については2027年に厚生年金保険の保険料率（18.3％）に統一する。


省略


職域部分


現行の公的年金としての職域部分（３階部分）は、2010年に廃止する。


省略


新たに公務員制度としての仕組みを設けることとし、この仕組みについては、人事院において諸外国の公務員年金や民間の企業年金及び退職金の実態について調査を実施し、その結果を踏まえ制度設計を行う。


省略





平均退職金額調査結果





年金一元化で共済年金はこう変わる





官民比較において10％～20％の水準較差で300万～700万の切り下げ。


また、較差により職域部分に代わる仕組みが設けられないこともあり得る。





国家公務員法第107条（退職年金制度）
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